
知識創造型ユビ
キタスネット
ワークシステム

50¶600 ` 39¶119 ` `
11¶480

実験・実習用装
置一式

29¶984 ` 20¶905 ` ` 9¶078

地上デジタル放
送関連設備（附
属学校）一式

16¶235 ` ` ` ` 16¶235

研究拠点形成費等補助金

産学連携による
実践型人材育成
事業

15¶254 ` ` ` ` 15¶254

合 計 171¶961 ` 114¶159 ` ` 57¶801

Î 役員及び教職員の給与の明細
（単位；千円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 給 付

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

常 勤 (72¶707)
72¶707 5

(63¶786)
63¶786 2

役 員 非 常 勤 (3¶912)
3¶912 2

(`)
` `

計 (76¶619)
76¶619 7

(63¶786)
63¶786 2

常 勤 (3¶184¶801)
3¶212¶679 403

(240¶438)
240¶438 17

教 職 員 非 常 勤 (`)
273¶741 296

(`)
229 3

計 (3¶184¶801)
3¶486¶421 699

(240¶438)
240¶668 20

常 勤 (3¶257¶509)
3¶285¶386 408

(304¶225)
304¶225 19

合 計 非 常 勤 (3¶912)
277¶653 298

(`)
229 3

計 (3¶261¶421)
3¶563¶040 706

(304¶225)
304¶454 22

Ĵ 開示すべきセグメント情報
（単位；千円）

区 分 大 学 附属学校 小 計 法人共通 合 計

業 務 費 用
業 務 費 4¶926¶858 859¶017 5¶785¶875 ` 5¶785¶875

教 育 経 費 831¶688 152¶001 983¶689 ` 983¶689

研 究 経 費 248¶473 ` 248¶473 ` 248¶473

教育研究支援経費 237¶714 ` 237¶714 ` 237¶714

受 託 研 究 費 17¶842 ` 17¶842 ` 17¶842

受 託 事 業 費 42¶594 ` 42¶594 ` 42¶594

人 件 費 3¶548¶543 707¶016 4¶255¶560 ` 4¶255¶560

一 般 管 理 費 327¶259 6¶305 333¶565 ` 333¶565

財 務 費 用 4¶263 ` 4¶263 ` 4¶263

雑 損 ` ` ` ` `

小 計 5¶258¶381 865¶323 6¶123¶704 ` 6¶123¶704

業 務 収 益
運 営 費 交 付 金 収 益 493¶716 14¶237 507¶954 2¶720¶968 3¶228¶922

学 生 納 付 金 収 益 2¶252¶208 17¶050 2¶269¶259 ` 2¶269¶259

受 託 研 究 等 収 益 17¶842 ` 17¶842 ` 17¶842

受 託 事 業 等 収 益 42¶594 ` 42¶594 ` 42¶594

寄 附 金 収 益 33¶045 4¶077 37¶122 ` 37¶122

補 助 金 等 収 益 38¶649 19¶152 57¶801 ` 57¶801

施 設 費 収 益 241¶734 35¶135 276¶869 ` 276¶869

平
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日
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号
)
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（注１） 役員に対する報酬等及び教職員に対する給与の支給基準は、一般職の職員の給与に関す

る法律（昭和25年法律第95号）及び人事院規則に準じて、本学の役員報酬規程及び職員給

料規程を定めております。

（注２） 役員に対する退職給付の支給基準は、本学の役員退職手当規程に基づき定めております。

（注３） 職員に対する退職給付の支給基準は、国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）

に準じて、本学の職員退職手当規程を定めております。

（注４） 支給人員数は、報酬又は給与については年間平均支給人員数を計上し、退職手当は年間

支給人数を計上しております。

（注５） 支給額には、賞与引当金の前期引当戻入額（ ¾ 79¶505千円）及び当期引当繰入額

（68¶996千円）並びに法定福利費（398¶469千円）を含んでおりません。

（注６） 人件費の定義については、「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表

方法等について（ガイドライン）」によっております。

（注７） 常勤職員とは、ガイドライン中の「常勤職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から

受託研究等により雇用する者を除いた職員としております。

（注８） 非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及び「ガイドライン」にお

ける「派遣会社に支払う費用」以外の職員としております。

（注９） 支給額について、「常勤」欄上段（ ）内には、「退職金相当額を運営費交付金で措置す

る対象者数について（通知）」（平成16年６月３日付け人事課長 16文科人第84号）におけ

る「退職金相当額を運営費交付金で措置する必要がある役職員」の支給額を記載しており

ます。
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